
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 熊本市は、市立高校・専門学校の見直しをすすめてきました。それに伴

い、各種料金を見直す条例改正案が提案されました。（実施は 2023 年 4 月） 

新型コロナ禍、学生への負担増はすべきでない 
 

【
控
室
か
ら
】 

 
 

 
 

 
 

 
 

な
す
ま
ど
か 

ウ
ク
ラ
イ
ナ
に
便
乗
し
た
「
改
憲
・
核
保
有
論
」
の
間
違
い 

ロ
シ
ア
は
24
日
、
ウ
ク
ラ
イ
ナ
の
東
部
地
域
に
軍
を
侵
入
さ
せ
、

各
地
の
軍
事
施
設
、
首
都
キ
エ
フ
な
ど
へ
の
攻
撃
を
始
め
ま
し
た
。

こ
れ
は
ウ
ク
ラ
イ
ナ
の
主
権
と
領
土
を
侵
し
、
国
連
憲
章
、
国
際
法

を
踏
み
に
じ
る
、
ま
ぎ
れ
も
な
い
侵
略
行
為
で
あ
り
、
許
さ
れ
る
も

の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
し
か
し
、
こ
う
し
た
ウ
ク
ラ
イ
ナ
侵
略
に
便

乗
し
、「
憲
法
９
条
を
変
え
な
け
れ
ば
国
を
守
れ
な
い
」「
日
本
も
武

力
武
装
を
す
べ
き
」
「
核
シ
ェ
ア
を
」
な
ど
と
の
意
見
が
ネ
ッ
ト
上

を
騒
が
せ
て
い
ま
す
。 

こ
れ
に
は
２
つ
の
点
で
、
間
違
い
が
あ
り
ま
す
。
一
つ
は
、
憲
法

９
条
は
「
日
本
を
防
衛
す
る
た
め
」
の
規
定
で
は
な
く
、
「
侵
略
戦

争
の
加
害
者
と
な
ら
な
い
た
め
」
の
規
定
で
す
。
つ
ま
り
、
ロ
シ
ア

の
よ
う
に
プ
ー
チ
ン
の
暴
走
で
他
国
へ
侵
略
す
る
こ
と
を
日
本
は

し
な
い
と
規
定
し
て
い
る
も
の
が
憲
法
９
条
で
す
。
も
う
一
つ
は
、

「
武
力
（
核
兵
器
も
含
め
）
に
よ
っ
て
国
民
の
命
を
守
る
こ
と
は
で

き
な
い
」
と
い
う
こ
と
で
す
。
「
武
力
」
対
「
武
力
」
で
犠
牲
に
な

る
の
は
軍
人
だ
け
で
は
な
く
、
一
般
の
国
民
で
あ
る
こ
と
は
ウ
ク
ラ

イ
ナ
の
現
状
が
示
し
て
い
ま
す
。
だ
か
ら
こ
そ
、
紛
争
を
戦
争
に
し

な
い
た
め
の
外
交
努
力
こ
そ
が
、
唯
一
の
可
能
性
の
あ
る
解
決
手
段

だ
と
思
い
ま
す
。
「
ウ
ク
ラ
イ
ナ
へ
の
侵
略
を
止
め
、
国
連
憲
章
を

守
れ
」
と
の
国
際
世
論
を
広
げ
て
い
く
こ
と
が
何
よ
り
大
切
で
す
。 
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なすまどか  

（東区） 

上野みえこ 

（中央区） 

夜間部廃止に伴い、科目等履修生・聴講生を受け入れ 
 

 市教育委員会は、2021 年度

（R3）から 2030 年度（R12）

までの 10 年間ですべての小中

学校の普通教室部分にあるト

イレをすべて洋式化する計画

です。（小学校 78 校・中学校 33 校） 

 2021 年度は小学校 4 校の 83

基を改修し、2022 年度は小学 

繰返し求めてきた 

「学校トイレの洋式化」前進！ 
「10 カ年計画」で、すべての小中学校のトイレ洋式化を実施 

 

・・・市立ビジネス専門学校・・・    

入学考査料・入学料値上げは中止を 

 

 新型コロナ禍、市内各所で行

われている学生への食料支援に

は、長蛇の列です。大学・専門学

校問わず、多くの学生が困窮し

ているとき、若者へ負担増とな

る値上げはすべきでありませ

ん。 

 

 一般課程（夜間）の廃止に伴

い、社会人等の学習ニーズに対

応するために、一部科目を夜間

にも開講し、科目 

等履修生や聴講生 

の受入れも行いま 

す。 

 

校 11 校の 300 基の改修予算が

提案されています。その後毎年、

小・中学校併せ 10～13 校を順次

改修します。（小学校を先に） 

＊大規模改修や建替え等によるもの

は、この計画外での実施です。 

 共産党市議団が繰返し要望し

てきたことが実現しました。 

 提案されている引上げは、 

【入学考査料（受験料）】 

4,800 円 ⇒ 5,200 円 

【入学料】 

30,000 円⇒ 58,000 円 

これらの改定による年間影響

額（負担増）は 198 万 8,000 円

です。 

【受講料等】 

（科目等履修生） 

入学料 3,000 円 

  受講料 1 単位：1 万円 

（聴講生） 

  受講料 1 単位：1 万円 

＊夜間開講想定科目 

 マーケティング、デジタルツ

ール基礎、各種簿記など 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様々なニーズに応える「子育て支援」 

新規や拡充の制度がいっぱい！（2022年度予算） 

日本共産党熊本市議会だより 2022 年 3 月 6 日（№1271） 

 

ひとり親等への支援 
 

子どもの生活等実態調査 
 

産前・産後の支援 
 

ひとり親家庭高等職業訓練

促進資金貸付事業 
（住宅支援資金） 

 自立支援プログラムの策定を受

け、求職活動等を行う人への住宅支

援資金貸付。1 カ月家賃の 1 年分（上

限 4 万円、無利子、償還免除あり） 

ヤングケアラーへの支援 

ヤングケアラーを支援するコ

ーディネーターを配置するとと

もに、周知・啓発等に取り組む

事業を、新規に実施。 

・コーディネーター1 名 

（社会福祉士・報酬 295 万円） 

・研修・啓発 4.5 万円 

 

 

 

保育 
 

多子・多胎世帯への支援 

 新規に、多子・多胎世帯が子

育て支援サービス利用の際に使

用できる「利用券」を交付し、育

児の精神的・経済的負担を軽減。 

【対象者】第 3 子以降または多胎児

の 3 歳未満を在宅で養育

する世帯（所得制限有） 

【内容】対象児 1 人に 

年間 15,000 円分 

養育費履行確保等支援事業 

 新規に、養育費に関する公正

証書作成や保証契約に関する

費用への助成を行う。 

公正証書作成：1 人 1 回上限 5 万円 

養育費保証支援：保証料 1 人 1 回 

上限 5 万円 

医療的ケア児保育支援事業 

 新規に、医療的ケアが必要な

園児が在籍している保育園等

へ専任看護師を配置（公立 6 施

設、私立 7 施設、合計 13 施設）

し、ガイドラインを策定する。 

公立保育所管理運営経費 

 公立保育所における障がい

児受入体制強化のために、保育

士等の会計年度任用職員の雇

用経費を月 2 日分増額。 

（現行）1 日 8 時間・月 5 日 

（改定）1 日 8 時間・月 7 日 

病児・病後児保育事業拡充 

 病児・病後児の一時保育に係

る委託費の単価 

を国の単価改正 

に伴い引き上げ 

るもの。 

 

新規に、「熊本市子どもの未来応援アク 

ションプランの見直しに向けた生活等実態調査」に係る費用 300 万円を予

算化。日本共産党市議団でも、実施を要望していたものです。 

 小学 5 年生 3,000 世帯、中学 2 年生 3,000 世帯、生活に困窮する世帯

3,000 世帯（全 9,000 世帯）を対象に調査を行い、2024 年度からスタート

する第 2 期計画の策定に反映します。 

「産後ケア事業」の拡充 

 産後の母体回復と心理的安

定などを支援するもの。産後 4

カ月までの対象を 1 年未満に拡

充し、日帰り型サービスでは 1

日型に加え、短時間型を実施。 

産婦健康診査を新規に実施  

 新規に、出産後間もない時期

の産婦の健康診査へ助成する。 

約6,500人に1回5,000円を補助 

私立保育所等 

障がい児保育助成 

 私立保育所等における障が

い児保育に係る雇用経費への

助成単価を拡充するもの。 

（中度より重い） 

90,600 円⇒144,000 円 

（中度）70,600 円⇒96,000 円 

（軽度）40,100 円⇒67,200 円 

 

  
 


